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資料27：医療系大学院の目的とそれに沿った教育等の在り方について＊

中央教育審議会医療系ワーキング　グループ報告書（2005．9．5）

1．医療系大学院の目的・役割について

○医療系大学院は，従来，研究者として自立するに

　必要な研究能力を培い，医学・医療における特定

　の専門分野について深い研究を行い得る研究者の

　養成を行い，また，学術研究を遂行することを主

　たる目的としていた．しかし，現在における医療

　系大学院は，これら研究者のみならず，医師・歯

　科医師など高度の専門性を必要とされる業務に必

　要な能力と研究マインドを涌養することも求めら

　れるようになってきており，医療系大学院が果た

　すべき機能は多様化している．

○このような状況を踏まえ，今後における医療系大

　学院の在り方としては，およそ専攻単位程度で，

　研究者養成を主たる目的としているのか，優れた

　研究能力等を備えた医療系人材の養成を主たる目

　的としているのか，その目的と教育内容を明確に

　することが必要である．

　　特に，医学・歯学系大学院にあっては，専攻や

　分野の別を超えて，研究者養成と，優れた研究能

　力等を備えた臨床医，臨床歯科医等の養成のそれ

　ぞれの目的に応じて，研究科として二つの教育課

　程を設けて，人学院学生に選択履修させることが

　適当である．

○この場合，研究者養成を主たる目的とする場合の

　教育内容としては，医学・生命科学等の領域で研

　究者として将来自立できるだけの幅広い専門的知

　識と，研究に必要な実験のデザイソなどの研究手

　法や研究遂行能力を修得させることが適当であ

　る．

○また，優れた研究能力等を備えた臨床医，臨床歯

　科医等の養成を主たる目的とする場合の教育内容

　としては，臨床医，臨床歯科医など高度の専門性

　を必要とされる業務に必要な技能・態度等を修得

　させるほか，当該専門分野で，研究マインドを持

　ち，主として患者を対象とする臨床研究の遂行能

　力を修得させることが必要である．

＊http：／／www．mext．go．jp／b＿menu／shingi／chukyo／

chukyoO／toushin／05090501／020．htm（accessed　18　July

2006）

○研究遂行h又は職業lt必要な資格の取得（遺伝子

　実験，放射線取扱いなど）や，関連学会における

　認定資格（専門医など）の取得のための講習や研

　修と，医学・歯学系大学院博士課程における教育

　とは，本来，趣旨・目的を異にするものである

　が，専門分野の資格取得のための本人の負担等を

　考慮すると，大学院の教育課程の中に当該資格取

　得に必要な教育内容を取り込む丁夫も適当と考え

　られる．

2．課程制大学院の趣旨に沿った教育課程や

　　研究指導の確立について

（1）教育・研究指導の在り方について

①各分野共通の教育・研究指導の在り方

○医療系大学院における教育・研究指導には，これ

　まで，ややもすると大学院学生が所属する各研究

　室の指導教員に教育を任せきりにするという傾向

　も見られた．しかしながら，先に示したように人

　学院の目的と教育内容を明確にし，教育・研究指

　導を実効性あるものにするためには，専攻単位で

　組織的に教育活動を計画することが重要である．

○また，専攻を単位とする組織的な教育活動が，動

　物実験や遺伝子実験，放射線の取扱いなど，単に

　さまざまな診療Eや研究hの規制に対応した知

　識・技術のみを修得させるのではなく，体系的な

　教育を提供するという課程制大学院の趣旨に沿っ

　た相応しいものとなるよう，関係者が努力してい

　くことが強く求められる．

○具体的には，幅広い視野と当該専門分野での専門

　的知識を修得させるため，例えば次のような，専

　攻を単位とする組織的な教育活動が効果的と考え

　られる．

　・幅広い視野を身につけるための関連領域に関す

　　る組織的な教育活動

　・各専門分野に関する専門知識を身につけるため

　　の体系的かつ組織的な教育活動

　・自立的な研究者として必要な能力や技法を身に

　　つけるための組織的な教育活動

　　（例えば，各分野毎に研究テーマを設定し，そ

　　れに応じて実験のデザインを行わせる　など）

○このほか，単位の認定や最終試験による課程修了
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　資格の認定において客観性を確保することや，学

　外や関連分野の教員等も交えた学位論文審査を実

　施することが適当である．

○さらに，各専攻等の目的や教育内容等に応じて，

　大学院入学者選抜の在り方を見直すことも求めら

　れる．

②各分野毎における教育・研究指導の在り方

（i）医学・歯学系大学院（博士課程）について

○研究者養成を主たる目的とする教育課程において

　は，研究者としての基本的素養を身につけさせる

　という観点から，例えば，遺伝子に関する技術，

　RIの取扱い，タソパク質解析，細胞培養，統計

　処理，研究計画・デザインの立案など，研究者に

　求められる医学・牛命科学研究の遂行に必要な基

　本的知識・技術をコースワークで修得させること

　が必要である．

○優れた研究能力等を備えた臨床医・臨床歯科医等

　の養成を主たる目的とする教育課程においては，

　臨床医，臨床歯科医など高度の専門性を必要とさ

　れる業務に必要な診断・検査技法，手術手技，態

　度を修得させるほか，例えば，医の倫理，臨床心

　理，医師と患者関係，安全管理，臨床研究方法，

　臨床教育法・指導法など，臨床医・臨床歯科医に

　求められる資質や能力を酒養するために必要な内

　容をコースワークに盛り込むなど，体系的かつ組

　織的な教育活動が必要である．

　　また，併せて，疾病の成因，新しい安全な診

　断・検査・治療法の開発・評価，臨床疫学など，

　患者に対する診療を通じた臨床研究のテーマを課

　し，博士論文作成のための研究指導を行わなけれ

　ばならない．

　　このほか，先に示したように，コースワークの

　中に，関連学会における認定資格（専門医など）

　の取得に必要な教育内容を取り込むこともできる

　が，この場合，大学院博土課程としての教育課程

　であることと，当該資格取得のための教育内容と

　の整合性を図る必要があることに留意すべきであ

　る．

○また，医学・歯学系大学院が，その教育課程を，

　研究者養成と，優れた研究能力等を備えた臨床

　医・臨床歯科医等の養成の一二つに分けて明確化す

　るに当たり，それぞれの課程の教育・研究指導体

　制が硬直化することのないよう，教育・研究指導

　教員が，双方のコースワークに携わることができ

　るようにするほか，学生による双方の教育課程か

　らの単位選択の自由度を一定程度確保するなど，

　相互の連携を保つような配慮が求められる．

（ii）医学・歯学系大学院（修＋課程）について

○医学・歯学系の修＋課程の大学院は，医学部・歯

　学部卒業者以外を対象とし，当該課程修了後に医

　学・歯学系の博上課程に進むことを想定して設置

　されているが，実際には，課程本来の目的に沿っ

　て，4年の医学・歯学の博土課程と合わせた研究

　者養成のプロセスを担っている面と，医学・歯学

　に関する専門知識を有し，幅広く医療関連分野で

　活躍する高度専門職業人の育成を担っているとい

　う両面があり，このような現状に対応した教育が

　必要である．

（iii）薬学系大学院について

○現行4年間の修業年限である薬学の学部教育

　は，臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる

　目的とする場合，修業年限が6年（それ以外は

　現行のまま4年）とされ，平成18年度入学者か

　ら適用される．

○このことにより，4年制の基礎薬学等に係る学部

　を母体とする大学院は，5年制（区分制又は一貫

　制）の博士課程として研究者養成を主たる目的と

　することが予想されるが，新たな制度が適用され

　たことに伴い，その教育内容については，今後，

　関係者により検討されることとなっている．

　　この場合において，幅広い基礎知識の修得がで

　きるようにする観点から，例えば，医薬品評価

　学，薬剤疫学，医薬品情報学などをコースワーク

　に盛り込む工夫が必要であるほか，研究者として

　自立するために必要なプロジェクト企画力などの

　酒養も重要であることを十分踏まえた検討がなさ

　れることを期待する．

　　また，臨床現場の薬剤師業務に精通した基礎薬

　学研究者の養成が必要とされていることにも留意

　する必要がある．

06年制の臨床薬学等に係る学部を母体とする大

　学院は，4年・貫の博士課程として優れた研究能

　力等を備えた臨床薬剤師の養成を主たる目的とす

　ることが予想されるが，その教育内容について

　は，臨床を通じた薬学研究の在り方を中心に検討

　されることとなっている．その際，専門薬剤師と

　して活躍するための高度専門職業人養成プログラ

　ムの在り方についても検討がなされることを期待

　する．

（iv）看護学系・医療技術系大学院について
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○看護学系・医療技術系分野の区分制博士課程（前

　期）にあっては，一専攻当たりの学生数が小さい

　場合などは，同一専攻の中で，博士課程（後期）

　修了後に教育研究職に就く者のための研究者養成

　プログラムと，前期課程修了後に専門職に就く者

　のための高度専門職業人養成プログラムを併せ持

　つなどの」二夫が必要である．

　　この場合，看護学系・医療技術系分野は特に実

　践性が求められることから，いずれのプログラム

　においても，専門職業人としての一定の実務経験

　を経てから入学させることが望ましい．

○研究者養成プログラムにおいては，研究者として

　の基本的研究手法を身につけることが重要なこと

　から，例えば，看護実践を質的又は量的側面から

　扱う研究手法（面接法，参加観察法，質問紙法及

　び収集データの分析に必要な応用統計学など），

　研究倫理など，研究デザインや研究手法に関する

　コースワークを整備し，論文作成を通して，研究

　者に求められる批判力，論理性，表現力の油養が

　重要である．また，実践的な研究テーマと基礎的

　な研究テーマの両方が教育できるような体系的な

　教育プログラムが必要である．

○高度専門職業人養成プログラムにおいては，看護

　や医療技術の現場において，将来指導的立場で活

　躍できる人材を養成する観点から，例えば，患者

　の主体性を尊重したマネジメント論やコミュニ

　ケーショソ論，看護倫理学，実践現場での教育方

　法論，コンサルテーション論，装具等の作成技術

　論等のコースワークや実践体験を含んだプログラ

　ムを整備し，当該専門領域に係る学際的な知識，

　実践能力，教育能力を育成する体系的な教育プロ

　グラムでなければならない．

　　また，専門領域での認定資格等に係わる教育を

　大学院の教育課程の中に効果的に取り込む工夫も

　求められる．

○博士課程（後期）においては，研究者の育成を主

　たる目的とすることから，研究能力の育成に必要

　な理論構築や技術開発に関する方法論のコース

　ワークを含んだ教育プログラムとすることが適当

　である．

（v）公衆衛生分野の大学院について

○医療疫学，医療経済，予防医療，国際保健，病院

　管理等の幅広い分野を含む公衆衛生分野の大学院

　については，高齢化等の進展に対応して，また，

　医学，歯学，薬学等のヒトを対象とした臨床研
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究・疫学研究の推進を図るためにも，公衆衛生分

野における高度専門職業人の育成が課題となって

いる．

○このため，欧米の状況も踏まえ，2年制の専門職

　大学院として，人学院の整備を進めていくことが

　必要であり，また，それに必要な教員の養成やカ

　リキュラムの開発，修了者の社会での活躍の場の

　拡大など，関連する施策を進めていくことが求め

　られる．また，その場合の教育内容については，

　各専門領域に共通するコア科目の修得と，各専門

　領域における専門科目の修得とを組み合わせるよ

　うな工夫が必要である．

○博上課程（後期）においては，当該分野における

　研究者養成とこの分野の教育者の育成を主たる目

　的とし，その目的に相応しい教育内容とすること

　が適当である．

（2）修得単位数に関する大学院設置基準の改正に

　ついて

○大学院において修得すべき単位数及び単位の数え

　方については，大学院設置基準の定めによるとこ

　ろであるが，特に，現在の単位の数え方は，学部

　の単位の数え方（・つの講義・演習につき，15

　時間から30時間までの範囲で大学が定める時間

　の授業をもって1単位となっていることなど）

　に準じている．

○今後，大学院におけるコースワークの充実を図る

　観点から，例えば，研究テーマに応じた実験のデ

　ザイソなどを各週毎に行うことにより，あわせて

　1単位とするなど1単位の考え方を見直すととも

　に，修得すべき総単位数などについても併せて見

　直すことが必要である．

（3）教員の教育・研究指導能力の向上方策につい

　て

○大学院が教育の場であることを再認識し，教育内

　容・方法の充実を図るためには，教員に対し，大

　学院の教育を実施するに際しての，学生に対する

　教育の在り方や，指導能力を高めるため，各専攻

　において，当該大学院の教育についての共通理解

　を高めることが重要である．併せて，教員に対す

　る研修などのファカルティ・ディベロップメント

　（FD）の努力も必要である．

○教員に対する評価としては，研究実績や教育に関

　する資質・能力に加えて，臨床医学系，臨床歯学

　系分野等の大学院の教育・研究や機能を高める観

　点から，担当教員の臨床に係る実績や，臨床を通
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　じた研究成果の評価が重要である．

○サバティカル制度の導入等により，教員が自らの

　研究・教育能力を高めるため，国内外の優れた大

　学院教育に直接触れる機会を確保することも効果

　的であると考えられる．

（4）論文博士制度について

○諸外国における博tの学位が，博士課程において

　必要な教育プログラムを修めた者に授与されると

　いう現状を勘案した場合，学位の国際的通用性の

　観点からみても，日本における論文博＋の制度は

　独自のものである．このため，課程制大学院の実

　質化が図られることを前提として，論文博1：制度

　を廃1上する方向で検討を進める必要がある．

　　その際，各大学院においてr博上候補（仮称）」

　制度（学位取得プロセスにおいて，学生が必要単

　位を修得して一定レベルに達し，学位論文審査に

　よる学位取得の見込みが一定期間内にあると認め

　られる場合，そのことを明らかにする制度）を設

　ける等の工夫を講じるなど，制度の変更に伴う諸

　問題の緩和方策についても検討することとする．

○これに併せて，現に論文博上の制度を前提として

　研究を続けている者がいること等から，課程博上

　の授与状況を踏まえた十分な経過措置期間の設定

　や，日本学術振興会において，アジア諸国を対象

　とした「論文博h号取得希望者に対する支援事業」

　が実施されていることとの整合性についても整理

　する．

3．学生に対する経済的支援について

○医療系大学院においては，他の分野と異なり，大

　学院入学前において，臨床研修や一定の実務経験

　を必要とすることなどから，学生に対する経済的

　支援の充実が不可欠である．

　特に，進路選択に当たって，経済的な事情から大

　学院に進むことを断念することがないように，大

　学院受験前に経済的支援が予約されるような措置

　を講ずるなど，学生が安心して進学できるように

　する制度の検討が強く求められる．

○現在，大学院学生に対する経済的支援は，日本学

　生支援機構による奨学金や留学生給与の支給，国

　立大学法人運営費交付金や私立大学等経常費補助

　金に含まれるTA，　RAによるもの，さらには日

　本学術振興会の特別研究員制度（DC），科研費補

　助金等の競争的資金や21世紀COEに包含され

　るTA，　RAなどがあるが，今後ともこのような

　各種4つのタイプを併存する形とするのか，あ

　るいは競争的に配分される教育資金や研究資金に

　包含されることを主としていくのか検討する必要

　がある．

○臨床医学・歯学系大学院の学生が，附属する大学

　病院において医師・歯科医師として診療を行うこ

　とは，当該大学院における教育や臨床研究の一環

　であるという面があるものの，大学院学生の経済

　的基盤として，大学病院以外の病院での診療によ

　って実質的に生計を支えていることの弊害等を考

　えると，当該大学病院における診療内容に応じた

　適切な処遇を図ることが緊急の課題である．ま

　た，人材確保の観点から研究者養成を主たる日的

　とする専攻に所属する優れた学生に対しての大学

　院修了後の処遇についても十分配慮する必要があ

　る．

4．教育・研究環境の整備について

○医療系の各分野において，研究者や高度専門職業

　人等の人材養成機能及び学術研究機能をさらに一

　層充実させるためには，国際水準の教育研究環境

　が整備されることが重要であり，教員の増や教育

　スタッフ・支援スタッフ等の確保，施設・設備の

　整備等に伴う予算の充実など，国などによる財政

　支援が不可欠である．

○また，現在，医療倫理，医療疫学，レギュラト

　リーサイエンス分野等の教育者・研究者が必要と

　されており，この分野の人材養成の充実が急務と

　なっているほか，教育スタヅフ・支援スタッフ等

　について，例えば外部資金や産学連携，あるいは

　遺伝子組み換え実験等における様々な社会的・倫

　理的規制などについて，一一定水準の知識や高い専

　門性を有するスタッフの育成が大学関係者から求

　められている．

5．大学院評価の在り方について

○各大学院の人材養成の目的に沿った教育の実質化

　が一層図られるよう，実効性ある大学院評価を早

　期に確立していくことが重要である．

○学校教育法に基づく認証評価制度においては，現

　在，専門職学位課程だけが，大学全体とは別に対

　象とされている．大学とは別の大学院だけの事後

　評価，あるいは分野別の大学院の事後評価につい

　ては，当面，学協会が中心となって専門分野別事

　後評価のシステム作りに取り組むことが必要であ
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る．

　さらに，専門分野別事後評価システムの運用に

当たっては，例えば，博士課程（後期又は4年

制一貫）に限って，設置認可中請の際に行われる

ような教員個人の教育・研究指導能力についての

評価を行うことも有効と考えられる．

6．メディカル・スクール等について

○米国等におけるメディカル・スクール，デンタ

ル・スクール制度を，我が国に導入することにつ

いては，現在進められている医学・歯学の学部教

育改革の状況や，卒後初期臨床研修制度及び後期

専門研修制度との関連，さらにこの制度の導入に

よる基礎医学・歯学研究への影響などを十分踏ま

える必要があるほか，大学学部教育全体への影響

など，多角的な検討と十分な議論を必要とするこ

とから，今後，中期的な課題として関係者による

r分な検討が必要である．

資料28：診療参加型臨床実習に参加する学生に必要とされる技能と

　　　　態度に関する学習・評価項目（正式実施第1版）＊

社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構医学系OSCE実施小委員会事後評価解析小委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2005．10．3）

はじめに

　数次にわたる入念なトライアルを経て，平成17年

12月から共用試験が正式実施される．この共用試験

の目的は，臨床実習前の学生の能力を，知識，技能，

能力の面で適正に評価し，臨床実習の充実を図ると同

時に，社会的にも臨床現場に学生が参画する妥当性を

担保しようとするものである．共用試験は，知識を評

価するためのコンピューター試験（Computer　Based

Testing：CBT）と，態度技能を評価するための客観

的臨床能力試験（Objective　Structured　Clinical　Ex－

amination：OSCE）からなる．これらはいずれもそれ

までの学習を適正に評価するための総括的試験と位置

づけられている．すなわち，共用試験受験前には，適

正な学習目標・内容と学習方略が明示され，それに沿

った教育が行われていることが前提である．知識面の

CBTにおいては『医学教育モデル・コア・カリキュ

ラム』が学習目標であり，態度・技能面のOSCEに

おいてはこの『診療参加型臨床実習に参加する学生に

必要とされる技能と態度に関する学習・評価項目』が

学習目標と考えられる．

　これの初版は平成14年6月にOSCEの最初のトラ

イアルにあわせて示された．さらに，全国からの種々

の意見を参考に，また多くの医学教育関係者の努力に

＊http：／／www．med．fukuoka－u．ac．jp／kyoiku／osce3．pdf（ac－

cessed　18　July　2006）

より，その改正案が平成14年11月に示され，平成

16年9月には改定第2版としてより科学的でまた学

習を促す形に変えて示された．今回，共用試験の正式

実施にあわせて装いも新たに正式実施第1版（Ver．

1．0）として公表するにいたった．

　本来，学習目標があり，それを達成するために学習

内容と方略が計画され，それに基づく教育活動があ

り，最後にそれらを評価し改善に結びつけるために試

験が行われることが筋道と考えられる．わが国におい

ては不幸にも全国の医学部，医科大学に共通の態度と

技能に関する統一的な学習目標が存在しなかったた

め，OSCEという試験の実施にあわせて学習目標と内

容を定めるといった逆転したことになった．しかし，

教育活動があってそれを評価するための試験があると

いうことにいささかの変化もないと考えている．すな

わち，共用試験に出るから綻びを繕うように教育をす

るというのではなく，それぞれの学校の理念に基づい

て医師として具有しておくべき態度と技能が充分に教

育され，その中でも必要最低限の部分だけを共用試験

OSCEで評価するというのがあるべき姿であると考え

ている．ここに示された学習・評価項目は必要最低限

のものと考えている．また，態度に関しては「病める

人を思いやる心」といった本質的なことは，充分書き

込まれておらず，画一的な教育で教えることはできな

いとすら思っている．一方，ここに示された学習目標

は，それだけでは画餅に過ぎない．適切な学習方略を

用いて教育が実践されてはじめて学習者の血肉になる


